
１．はじめに
近年の日本の外食産業の海外進出を概観すると，人口減，少子高齢化等に

よる日本市場の趨勢的な縮小と，急速な経済発展，人口増大，所得上昇を背

景とした，アジア新興国等における巨大市場の形成を背景に，アジア新興国

市場への進出が，ますます顕著となっていることがわかる。

しかし，海外展開を進めた日系外食産業の大多数が順調な展開をとげてい

るわけではないことは，すでにしばしば言及されたとおりである。むしろ実

態としては，少なくない日系外食企業が，業績不振等による撤退や店舗の閉

鎖等の事業の縮小を経験しているといっても過言ではないであろう。

現実に，口野直隆・浜口夏帆・大島一二（２０２２a）では，海外へ進出した

日本の外食産業が直面する状況を分析し，成長過程中の２０１７年と，新型コ

ロナウイルスの感染拡大に直面した２０２１年の海外出店状況を比較し，「進出

時期が比較的早期で，企業規模が大きい外食企業グループの海外店舗数のさ

らなる拡大と，進出時期が比較的遅い中小規模企業グループの海外店舗数の

減少あるいは撤退という両極分化が進展している」という暫定的な結論を得

ている。はたして，この両極分化の原因にはどのようなポイントがあるの
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か。また，店舗数の拡大事例（いわゆる事業の成功事例）と，撤退を余儀な

くされる事例（いわゆる事業の失敗事例）のポイントはどこにあるのか。本

稿の目的は，この点について，事例研究に基づいて検討することにある。

本稿の研究に先立ち，口野直隆・浜口夏帆・大島一二（２０２２b）では，大

手外食チェーンである𠮷野家HDの台湾進出の事例を検討し，「合弁・直営

店・FC等の，各地域での経営展開方法の相違が，海外展開の成否にどのよ

うな影響を与えているのか」について明らかにした。この𠮷野家HDを対象

とした研究では，「ヒアリング調査結果からは，とくに現地における合弁相

手企業の協力体制，法規制などが大きな影響を与えていることが明らかに

なった」としており，現地パートナーとの協力体制の重要性について言及し

ている。

そこで，本稿では，この先行研究の成果にもとづいて，他の日系外食

チェーンにおいてはこうした直営店事業とFC事業の関係がどのような実態

であるのかについて明らかにしていく。

本稿では，庶民的な定食メニューを中心に日本国内，海外で提供している

外食チェーン店の「大戸屋ごはん処」を，この点について比較検討するため

の研究対象とした。大戸屋は，以下で縷々述べるように，日本国内での店舗

展開のみならず，アメリカ，東アジア，東南アジア等の海外において積極的

に店舗展開を進めている。

とくに台湾事業については，２００６年と比較的早期に台湾に直営店事業で

進出，その後２０１２年９月には台湾の「全家便利商店股份有限公司」（台湾

ファミリーマート）に直営店株式を売却，新たにFC契約締結するという画

期的な経営戦略を展開するなど，𠮷野家の研究で言及した直売店事業，FC

事業の転換を効果的に行っている事例として注目できる。そこで本稿で

は，２０１５年と２０２２年１）に実施した現地調査も踏まえて，大戸屋の台湾事業

の事例を中心に，直営店事業とFC事業のパフォーマンス，さらにはそれぞ

１）２０２２年の調査は新型コロナウイルスの感染拡大により，対面での現地調査が困
難であったため，関係者へのZOOMやメールによる遠隔調査を実施した。
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れの事業を成功させる上での鍵となる課題を検討する２）。

２．株式会社大戸屋ホールディングスの事業展開
２．１．大戸屋HDの概要

「大戸屋ごはん処」は，現在，株式会社コロワイドの子会社である株式会

社大戸屋ホールディングス（以下，大戸屋HDとする）によって展開されて

いる３）。２０２２年３月期決算の時点で国内外に４１６店舗を展開４），従業員数５５７

名（連結），連結の売上高は１８８．３４億円である５）。

大戸屋の沿革としては，１９５８年に創業者三森栄一氏が東京の池袋東口に

「大戸屋食堂」を開店させたことに始まる。全品５０円均一の食堂が大衆の支

持を得て，「５０円食堂」という愛称で親しまれた６）。その後長男が事業を継

承し，１９８３年に株式会社大戸屋を設立した。２０１０年には大阪証券取引所

（ジャスダック市場）に株式を上場させている。２０１３年大阪証券取引所の現

物市場の東京証券取引所の統合に伴い，東京証券取引所JASDAQ（スタン

ダード）に上場をした。その後２０２０年１１月４日，株式会社コロワイドに

よって子会社化された。

２）本稿は，口野直隆・大島一二（２０１６）の研究に，新たに２０２２年に実施した追加
調査の成果を加え，とくに直営店事業，FC事業の展開について新たな分析を
行ったものである。

３）周知のように，２０２０年（令和２年）９月９日付で，株式会社コロワイドより同年
７月１０日から実施していた大戸屋HD株への公開買い付けが９月８日をもって成
立したことが発表された。これをもって大戸屋はコロワイドの子会社となった。

４）店舗数は国内２９９店舗，海外１１４店舗，フランチャイズを含む数である。
５）２０２２年３月期決算による売上高１８８億３４百万円（前年同期比１６．７％ 増），営業

損失５億９４百万円（前年同期は営業損失３３億４３百万円），経常損失５億３２百
万円（前年同期は経常損失３３億６８百万円）。

６）１９８３年５月に株式会社大戸屋を設立。「１９９２年に吉祥寺店が火災で全焼したが，
建て直しの際「おしゃれな定食屋」というコンセプトの店舗にしたところ，これ
が当たり，以後急成長した」（同社HP）という。２０１１年に持ち株会社化を実施。
日本国内の飲食店事業を分割し（海外事業は元々別の子会社が運営），これを機
に株式会社大戸屋に社名を変更，元々の株式会社大戸屋は株式会社大戸屋HDに
社名を変更した。
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２．２．大戸屋HDの事業展開

それでは，大戸屋HDの事業展開を具体的に見ていきたい。同社の報告対

象の事業セグメントは４つあり，内訳は１．国内直営事業，２．国内フラン

チャイズ（以下，国内FCとする）事業，３．海外直営事業，４．海外フラン

チャイズ（以下，海外FCとする）事業である。

まず国内では大戸屋HDの１００％ 持株の連結子会社である株式会社大戸屋

が，直営展開およびフランチャイズ展開（以降，「FC展開」とする）を行

い，海外事業はそれぞれの地域の連結子会社およびフランチャイズ企業が展

開している。事業内容としては，国内直営事業および海外直営事業は一般消

費者に向けて定食，弁当，総菜の販売事業を行っている。一方のFC事業と

しては，国内FC事業では国内のフランチャイズ加盟者の募集および加盟店

の経営指導を行っているのにたいして，海外FC事業では海外の飲食事業の

経営指導を行っている。海外FC事業では加盟者の募集については記載がな

いため，積極的に行っていないと考えられる。

次に事業ごとの店舗数について見ていこう。店舗数の合計は４１６店である

が，内訳としては直営事業では国内「大戸屋ごはん処」が１３３店，海外では

５カ国・地域に１３店舗を展開している。一方FC事業では国内で１６９店を展

開する一方，海外では４カ国・地域に４社１０１店舗の展開となっている７）。

海外のその他の事業としては，タイ王国におけるプライベートブランド商品

の輸入・販売事業があるが，売上高は１億円強であり，セグメント利益は

８００万円と少ないため，今回の分析の対象には含まない。

日本国内の出展地域やエリアは，ショッピングセンター内店舗や，郊外の

ファミリーレストランタイプの店舗を除いて，地下や２階への出店が多

く，１階の路面店はあまり多くない。これは運営的戦略として，男性が中心

の客層の中に並ぶことに抵抗があるという女性客に配慮しているためとされ

るが，経営的戦略としては賃料の節減のためでもあるという（２０１５年の大

７）店舗数は２０２２年３月期決算時のもの。２０２１年３月期末は国内外の計４３１店舗で
あった。
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戸屋におけるヒアリング結果による）。

２０２１年３月期決算資料の中では，今後の展開としてショッピングモール

のフードコートや温浴施設併設店等の新たな出店モデルを構築すると発表さ

れており，２０２１年９月には群馬県のイオンモール高崎でフードコート初進

出をしている。

大戸屋の店舗展開の地域は国内では東日本が主体であり，西日本には店舗

が少ない。２０２２年３月期決算の時点で，直営，FC合わせた国内店舗数は

３０２店であり，内約６割の１８１店が関東に集中している。その中の約３割弱

が東京都内にあることからも，東京都内および近郊を中心とした出店戦略を

進めているといえるだろう（第１図参照）。

２０１５年の聞き取りを行った際には，とくに西日本地域は，味の嗜好の違

いや同業他社８）との競合などもあるため，必ずしも関西地域への無理な出店

をすすめていないとのことであった。これは，「広告宣伝等は原則実施せず

８）「まいどおおきに食堂」のフジオフードシステム，「やよい軒」の株式会社プレナ
ス等が考えられる。

第１図 大戸屋店舗の出店地域

資料：株式会社大戸屋HD IR資料をもとに著者作成。
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“店を磨け”の号令のもと，技術レベルの向上に勉める，即ち品質とサービ

スの向上が販促そのものと考える。」という企業理念が全面に出たものであ

ると言えるだろう。

大戸屋の経営理念としては，「人々の心と身体の健康を促進し，フード

サービス業を通じ，人類の生成発展に貢献する」としている。また，基本方

針としては，「親切さ優しさ」，「心のこもった美味しい料理をすばやく提供

し，お値打ち価格」，「心もお店も清潔で素敵」，「社会にお役に立てる人を育

て，お店を造り，地域社会に愛と感動と安らぎを感じていただく」等をキー

ワードに４項目をあげている。

実際に，大戸屋では「健康的で美味しい料理を提供してお客様に喜んで頂

きたい」という創業以来の信念のもと，「健康と栄養バランスに優れた，お

店で手作りする定食ご飯」の提供を強みとして，安全・安心な食材を使用

し，注文を受けてから店内で調理する店内調理にこだわって食事を提供して

いた。当初はセントラルキッチンを持たないこのような提供方法が他の外食

チェーンとの大きな違いであったと言えるだろう。

この「店内調理」と，仕入から物流，店舗オペレーションに至るまで，独

自の「総合オペレーション」の２点が大戸屋の強みであった。それによって

食の品質と，質の高いサービスが提供できていたのであり，外食産業の価格

競争が激化する中で，高品質な商品の提供にこだわることが顧客に選ばれる

差別化につながるものと捉えられていた９）。

この２点へのこだわりによる差別化を推し進めた結果，コロワイドによる

子会社化以前は，大戸屋では鰹節も店で削るなど，過剰とも言える程の店内

調理が推進されてきたとされる。例えば２０１８年に店舗限定で提供された鰻

重は，契約養殖場で育てたうなぎを店舗で蒸して，たれを塗り，炭火で焼き

上げたものであった１０）。この調理工程もすべて店内で行っており，価格は税

込み１，９９９円であり，大戸屋は美味しいという一定の評価につながっている

９）２００４年度第２２期事業報告書に掲載された社長インタビューを参考。
１０）株式会社大戸屋 ２０１８年１月２６日プレスリリースより。
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一方，お値打ち価格であったはずの商品が高価格に推移していったことは否

めないだろう。この品質へのこだわりとお値打ち価格の両立が大きな課題と

なっていったのである。同時に，店舗従業員の教育や人材確保も重要な課題

であった。

この大戸屋の戦略がどれほど業績に影響を与えていたのかを詳しく見てみ

よう。以下の第２図は２００７年以降の売上と経常利益率の推移をまとめたも

のである。

大戸屋の売上は２００７年から２０１１年に横ばいを続け，２０１２年から２０１６年

の間に１．４倍の拡大をした後，２０１７年から２０１９年は再度横ばいとなってい

る。店舗数は国内外の合計が２００７年３月の時点では２０３店舗であり，２０１９

年には４６３店舗と約２．３倍に拡大しているが，売上の拡大は１．８倍に留まっ

ている。経常利益は２００７年の７２４億円から２０１９年の４６３億円と２６１億円も

減少させているのである。この数値から，大戸屋は新型コロナウイルス感染

症拡大以前からかなり厳しい経営状況であったと考えることができる。

注目すべきは経常利益率の低さである。２００７年には約４．５％ あった経常

第２図 大戸屋の売上と経常利益率の推移（単位：億円）

資料：株式会社大戸屋HD IR資料をもとに著者作成。

日系外食企業の海外進出の進展と事業展開 ９



利益だが，２００７年から２０１９年の平均は約２．６％ と大きく低下している。外

食産業の売上高に対する経常利益率は平均で４．２％ であることからも１１），大

戸屋の場合は業界平均を大きく下回っていることが分かる。一方，人件費の

割合は業界平均の２４．２％ を上回り，２８％～３０％ を占めているのである。例

えば新型コロナウイルス感染症拡大前の２０１８年の数字では，売上高が

２６２．６億円にたいして人件費は７６．８億円であり，比率は２９．２％ であった。

外食産業を取り巻く環境が厳しい要因としては，食材価格の高止まり，人

手不足，自然災害の影響等を挙げられることが多いが，その中でも大戸屋の

課題にすべきは人手不足と人件費にかんする問題であったと推察される。

この人件費率が高い要因の一つが店内調理システムであろう。セントラル

キッチン方式との比較でオペレーションが複雑であるために，メニューの提

供時間は店舗によって差が出やすいことなど，店舗での調理が労働時間を長

くしており，必然的に人件費を押し上げる結果となっていると考えられる。

実際に２０２０年１１月にコロワイドにTOBで買収された際には，店内調理

を止めるかどうかが大きな争点になった。買収されて以降は，商品の提供時

間短縮を目的として一部でセントラルキッチン方式を導入し，店内調理を基

本とする方針は変えていないものの一時加工はセントラルキッチンで実施す

るとしている。実際にこのようにして労働時間の適正化を進めた結果，２３

年上期の人件費率は２７％ にまで減少している１２）。

とはいえ，国内では店舗数の拡大と利益の拡大が直結しておらず，前述し

たように事業拡大に困難を伴っているのが実態である。これにたいして，大

戸屋では早い段階から海外進出を計画していた。早くも２００４年度の決算報

告書の中では，事業拡大を目指した新分野進出の取組みとして，既に海外事

業の展開が挙げられている。

そこで，海外セグメントの業績を以下で詳しく見ていきたい。

１１）社団法人日本フードサービス業界HP 外食企業経営及び関連データより。外食
産業の売上高経常利益率は全体平均で４．２％。売上高に占める人件費率は２４．２％
であると報告されている。

１２）２０２３年３月期中間決算説明会資料より。
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場所・地域 社名 店舗数
１ 香港 香港大戸屋有限公司 ５
２ シンガポール OOTOYA ASIA PACIFIC PTE．LTD． ３
３ アメリカ（NY） AMERICA OOTOYA INC. ４
４ タイ M OOTOYA（THAILAND）CO．，LTD． １

第１表 海外の直営事業展開

資料：株式会社大戸屋HD HPをもとに著者作成。

２．３．大戸屋の海外事業展開

さて，前述のように，早くも２００４年度の決算報告書の中では，事業拡大

を目指した新分野進出の取組みとして海外事業の展開が挙げられていた。さ

らに，「店内調理による高品質な食の提供と人材確保には困難が伴い，また

少子高齢化によって国内の市場規模が縮小するために，海外の店舗展開が必

須である」と明記されている。

この２００４年の時点で，すでに店内調理システムの困難性を把握した上で，

利益を確保するためには海外進出が必須であるという認識のもと，社内では

具体的な海外進出計画が立案されていたものと考えられる。なかでもタイは

当時日系企業の進出が増加傾向にあり，経済成長によって富裕層が拡大して

いることから，有望市場であるととらえ先行して進出するに至ったと考えら

れる。

海外では，直営事業とFC事業に分かれて展開をしている。直営事業の店

舗数は，現在，香港５店舗，シンガポール３店舗，アメリカ４店舗，タイ１

店舗となっている。具体的な地域，運営事業者と店舗数は第１表の通りと

なっている。

一般にチェーン店の定義として，日本チェーンストア協会の規定によれ

ば，単一資本で１１店舗以上を保有することとされていることからも１３），大

１３）日本チェーンストア協会の会員資格にも単一資本で１１店舗以上の事業会社であ
る事が条件の一つとして記載されている。 https://www.jcsa.gr.jp/about/
outline
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場所・地域 社名 店舗数
１ タイ CRG INTERNATIONAL FOOD CO．，LTD． ４６
２ 台湾 全家便利商店股份有限公司 ４３
３ インドネシア PT. OOTOYA INDONESIA １１
４ 中国（上海） 上海全餐餐飲管理有限公司 １

第２表 海外のFC事業展開

資料：株式会社大戸屋HD HPをもとに著者作成。

戸屋の海外直営事業はチェーン展開とはいえず，チェーン店としての規模の

メリットを享受しにくい環境であると考えられる。

一方FC事業では，以下第２表の通り，稼働店舗数１０１店で，主にタイ，

台湾を中心に展開している。

では業績はどうであろうか。店舗数と売上高の相関関係は以下第３図の通

りであり，売上の５８％ を国内直営事業が挙げていることとなる。

２０２２年３月期決算における数字は，売上高と店舗数は国内直営１０７．９億

円１３３店舗，国内FC５５．５９億円１６９店舗，海外直営２１．１７億円１３店舗，海

外FC１．６４億円１０１店舗であり，その他事業を含めた合計は１８８．３４億円で

第３図 セグメント別の売上高と店舗数の相関

参照：２０２２年３月期の株式会社大戸屋HD IR資料をもとに著者作成。
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ある。

しかし売上が大きいセグメントが利益を上げているわけではない。セグメ

ント別の利益または損失が，国内直営マイナス７．２８億円，国内FC８．５８億

円，海外直営マイナス２．４４億円，海外FC０．７３億円となっているのである。

つまり，国内外共に直営事業が損失を発生させ，これをFC事業が補填して

いる構造となっているのである。

また，海外直営ではシンガポール，香港，ニューヨークのように一人当た

りGDPが日本よりも高い地域で展開しており，当初直営だったタイやベト

ナムは大幅に数を減らすか，閉店しているのにたいして，FC事業ではタイ，

台湾，インドネシアなど日本よりも一人当たりGDPが低い国でも規模を維

持していることは注目すべきだろう。

ここで，セグメント別の業績についてさらに詳しく見ていきたい。

国内の直営事業は２０１９年以降４年連続でマイナスであるが，２０１８年でも

わずか９，０００万円の利益に留まる。海外の直営事業は２０１６年以降赤字が続

き，２０１９年と２０２０年は黒字であるが，それぞれ４，６００万，１，２００万円であ

り，２０１６年からの単純に計算した累積赤字は約９億円にも上る。

それではどのセグメントが利益を上げているのだろうか。それは国内と海

外FC事業である。国内FC事業は安定して１０億円強の利益を上げており，

飲食業界に新型コロナウイルス感染拡大の影響が甚大であった２０２０年から

の３年間も黒字を維持している。一方の海外FC事業も，数字は大きくない

が２０１６年以降安定した黒字である。

２０２２年のセグメント毎の利益を店舗数で按分して１店舗ごとの利益を見

てみると，もっとも利益を上げているのは海外FC事業の１３．８億円から順

に，国内FC事業１．９億円，海外直営事業マイナス５．３百万円，国内直営マ

イナス１．８億円となっている（第４図参照）。

大戸屋が海外に進出した目的として，国内の市場規模が縮小する中で，海

外の店舗展開が必須であると考えられたと前述したが，この状況を鑑みる

と，国内直営事業に代わって海外事業で利益を生んでいる状況だとは一概に
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言えないだろう。大戸屋の場合は直営事業では利益が生み出しにくく，FC

事業によって成立していると考える事が出来る。

実際に店舗数の推移をセグメント毎に比較すると，国内・海外ともに直営

事業が横ばいであるのに対して，国内FC事業ではコロナ禍前までは拡大を

続け，海外FCでは拡大を続け，コロナ禍でも規模を維持できているのであ

る。（第５図参照）

つまりFC事業を行うパートナー企業の獲得が海外事業の鍵であるといえ

第４図 セグメント別の利益（単位：百万円）

資料：２０１６年３月期以降の株式会社大戸屋HD IR資料をもとに著者作成。

第５図 セグメント毎の店舗数の推移

資料：株式会社大戸屋HD IR資料をもとに著者作成。
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るが，どのような形で展開を進めているのかについて，次章で具体的な海外

の取組みについて考察していきたい。

３．大戸屋のアジア経営戦略と台湾事業
３．１．大戸屋の進出状況

前述したように，海外進出は早い段階から計画されていたが，本格的な海

外進出は，２００５年１月のBETAGRO OOTOYA（THAILAND）CO．，LTD．に

よるタイ第１号店の出店から開始された。続いて２００６年５月に台灣大戸屋

股份有限公司により台湾第１号店を出店，さらに２００８年６月にPT．OOTOYA

INDONESIAがインドネシア第１号店，同年７月に香港大戸屋有限公司が香

港第１号店を出店となっている。海外進出を時系列でまとめたものは以下の

第３表のとおりである。

このように，２００５年以降，アジア地域を中心に海外進出が相次いだが，

この中でもタイ，台湾，中国はパートナーの変更が発生するなど，最初に進

出をした時点からの変化が大きい地域である。この変化をのちほど詳しく見

ていきたい。

進出年 国・地域 進出経緯 店舗数
２００４年 タイ （FC事業）

２００４年３月 OOTOYA（THAILAND）CO．，LTD．設立。
（４６％ 出資）

２００５年１月 海外１号店をバンコクに直営で出店。
２００７年１月 BETAGRO OOTOYA（THAILAND）CO．，LTD．

に商号変更。
２０１１年８月 CRGに売却。FC展開に切り替え。

（直営事業）
２００５年８月 BETAGRO OOTOYA CO．，LTD．設立。

（４０％ 出資）弁当，総菜の持ち帰り事業。
２０１２年８月 M OOTOYA（THAILAND）CO．，LTD．に商号変更。

FC
４６店

直営
１店

２００６年 台湾 ２００６年３月 台灣大戸屋股份有限公司設立。（１００％ 出資）
２００６年５月 直営の台湾１号店開店。
２０１２年９月 全家便利商店股份有限公司に売却，

FC展開に切り替え。
２０１４年３月 中国全土のFC契約締結。

FC
４３店

第３表 海外進出の経緯と店舗数（店舗数は２０２２年３月期決算の数字）
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まず，外食産業が海外展開を進める中で鍵となるのは，当該国でのパート

ナーをどのように選定し，事業を進めていくかという点であろう。多くの日

系企業では，中国戦略のパートナーとして香港，台湾企業とアライアンスを

組むパターンが多く見受けられる。大戸屋の場合は，後述するように，さら

にそれに一歩踏み込んだパートナー戦略が実践されている。

では東南アジア進出はどうだろうか。同社の場合はタイでの出店が先行し

ているが，そこでのパートナー戦略の成功が海外戦略の基本となっていると

考えられる。

大戸屋が先行してタイに進出した要因の一つとして，日本国内で使用する

調理関連資材（とくに調理用の炭１４））のタイからの調達が一つの契機となっ

１４）大戸屋では商品に独自の価値を付与するため，２００２年頃より炭火での調理を一

２００７年 香港 ２００７年８月 香港大戸屋有限公司を設立。（１００％ 出資）
２００８年７月 香港１号店開店。

直営
５店

２００７年 シンガポー
ル

２００７年１０月 OOTOYA ASIA PACIFIC PTE．LTD．設立。
（３０％ 出資，シンガポール，インドネシアでのFC
展開が目的）

２００９年６月 FCでシンガポール１号店開店。
２０１１年 株式を追加取得，直営に切り替え。

現在１００％ 持分の連結子会社として展開。

直営
３店

２００８年 インドネシ
ア

２００８年６月 PT．OOTOYA INDONESIAが１号店開店。
（OOTOYA ASIA PACIFIC PTE．LTD．子会社）

FC
１１店

２０１１年 アメリカ ２０１１年８月 AMERICA OOTOYA INC．設立。
２０１２年４月 NYに直営１店舗目を開店。
２０１９年７月 ニュージャージーに連結子会社の

OOTOYA NJ L．L．C．を設立。店舗無し。

直営
４店

（NY）

２０１１年 中国 ２０１１年１２月 大戸屋（上海）餐飲管理有限公司に出資。
（４９％ 出資，上海のFC展開が目的）

２０１２年６月 １号店出店。
２０１３年１２月 完全子会社化，直営に切り替え。
２０１４年３月 全家便利商店股份有限公司と

中国全土のエリアFC契約締結。
２０１６年 大戸屋（上海）餐飲管理有限公司を清算。
２０２０年 ３月期決算の時点で全店閉店。
２０２０年７月 上海全戸成餐飲管理有限公司設立。

（３社合弁）
２０２１年４月 FCで１店舗目を開店。

FC
１店

２０１５年 ベトナム ２０１５年７月 OOTOYA MESAがFCで１号店を出店。
２０１９年 VIETNAM OOTOYA CO．，LTD．が直営展開。
２０２１年６月 閉店。

閉店

資料：株式会社大戸屋HD HPをもとに著者作成。
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たことがあげられる。この調達の際に関係を持ったタイの財閥企業が，現在

のタイの大戸屋店舗のFCオーナー企業であるセントラル・レストランツ・

グループ（以下CRGとする）と，その親会社であるセントラル・グループ

（以下CGとする）であった。

このタイの財閥企業は，外食部門（CRG）では，大戸屋をはじめ，ミス

タードーナツ（１９７８年），𠮷野家（２００１年），ペッパーランチ（２００７年），

天丼てんや（２０１３年）などと合弁事業を展開しており，外食産業での経験

値は十分に高いといえる。一方で，流通小売業においてはファミリーマート

との合弁事業を展開している。またグループの中核部門は，不動産業，

ショッピングモールの経営などである。

タイ進出当初は，大戸屋はCGの不動産部門を中心とした協力により直営

店の店舗展開を進めていたが，２０１１年にビジネスモデルの大きな転換をと

げた。上記にもあるように２００４年に４６％ 出資でOOTOYA （THAILAND）

CO．，LTD．を設立し，直営でOOTOYA GOHANDOKOROを展開していた

が，経営が軌道に乗りつつあった２０１１年８月にこの直営店をCRGに売却，

FC契約を締結したのである。現在はM OOTOYA（THAILAND）CO．，

LTD．による直営店も展開されているが，このCRGへの売却によって主な店

舗展開がFCとなり，また売却によってその後の海外展開のための資金を獲

得したとされている１５）。

また，台湾での事業については，詳しくは後述するが時系列で簡単にまと

めると以下の通りとなる。２００６年３月に１００％ 出資の台灣大戸屋股份有限

公司を設立して直営店を展開していたが，２０１２年９月に全家便利商店股份

部店舗で試験的に開始した。１年あまりの過渡期を経て順次全店に導入され，一
時は全店舗の標準となった。多くの店舗で「炭火焼き定食」を提供するために大
量の炭が必要となるのである。使用する炭には，二酸化炭素等の発生を抑える
ユーカリ炭がタイから仕入れられた。

１５）「大戸屋，タイの合弁会社を譲渡 FC展開に戦術変更」『日本経済新聞』２０１１年
７月２６日。売却後も，大戸屋は売却相手企業に十分なフォローを行っている。
たとえば，フランチャイズ売却後１年間は，大戸屋が派遣した日本人店長を現場
に配置する，などの措置を実施しているという。
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第６図 タイ・台湾における店舗数推移

資料：株式会社大戸屋HD IR資料をもとに著者作成。

有限公司に全株式を売却して，フランチャイズ契約を締結する事となった。

第５図ではこのような，直営からFCへの切り替えによってタイと台湾で

は継続的な店舗数の拡大に成功している事が分かる。

一方，FCの切り替えをしたもう１カ国である中国での展開を見ていこう。

市場規模の点から，多くの日系外食企業がこれまで中国国内進出を目指して

きたと言えるだろう。大戸屋も２０１１年１２月にFC展開を図る目的で上海和

久美餐飲管理との合弁により４９％ 出資した大戸屋（上海）餐飲管理有限公

司を設立し，２０１２年６月には上海１号店を出店した。しかし，業績が十分

に上がらなかったことなどから１６），その後，この合弁は解消され，２０１３年

１２月に大戸屋（上海）餐飲管理有限公司を完全子会社化し，直営店として

営業を継続している。フランチャイズ事業としては，既に台湾でフランチャ

イズの展開をしていた全家便利商店股份有限公司と２０１４年３月に中国全土

のフランチャイズ契約を締結したのである。しかしこの展開は想定していた

ようには進まなかった。店舗数は増えず，２０２０年３月期の決算の時点では

１６）中国直営事業は，２０１２年から２０１４年まで３期連続赤字であったため，現地合弁
子会社を清算するに至った。
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第７図 直営展開の店舗数の推移

資料：株式会社大戸屋HD IR資料をもとに著者作成。

全店閉店しているのである。そして２０２０年７月には新たな形で中国に再進

出し，FC契約を締結するに至っている。これについても後述する。

一方で，直営の展開も苦戦をしていると言わざるを得ない。当初から直営

の展開であった香港，アメリカでは最大５店舗の展開に留まっている。FC

展開から直営に切り替えたケースもあるが，わずか１，２店の増加をしたの

みで継続的な事業の拡大には至っていない。例えば２０１１年に切り替えたシ

ンガポールは現在３店舗での展開，２０１９年に切り替えたベトナムでは２０２２

年に全店を閉店している。

この展開事例から，大戸屋のアジア展開戦略として成功しているものは以

下のような段階を経ていると整理できるだろう。

① 第一段階，全額出資または合弁形態で対象国・地域へ進出し，直営店

を一定数まで拡大，黒字化を実現する。

② 第二段階，進出先国での直営店経営が安定し，ある程度，進出先国・

地域で認知が進展した時点で，当該地域の有力企業に売却し，FC展開に切

り替える。
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このビジネスモデルは，大戸屋側にとって，売却益による資金の調達が可

能であり，次の進出先国への資金的準備を可能とする。また，売却後もFC

収入が期待できる点でメリットがある。

これにたいして，現地企業にとっても，経営が安定した優良物件を傘下に

収めることが可能となるため，一定の経営上のメリットが期待できる。こう

した両者にとってのメリットが，このビジネススタイルを可能にしたと考え

られる。このことを言い換えると，直営事業だけで進出先国・地域展開を維

持できない課題があることも考えられる。その要因は具体的には何か，台湾

での展開について見ながら次項で詳しく考察していく。

更に，店舗数を一定以上拡大出来ない地域についてはFCの切り替えや直

営への切り替えを問わず，どのような形を取っても経営が難しいのではない

か。このような地域については早急に根本的な原因を探し，対策を行うべき

であると言えるだろう。

３．２．台湾事業の進展

台湾事業においては，その事業展開の中で台湾企業等との交流が深まり，

徐々に開業に向かって進んだとされる。前述のように，２００６年３月に１００％

出資の子会社，台灣大戸屋股份有限公司を設立し，２００６年５月には台湾１

号店を台北市内に出店している。その後２０１２年９月に１６店舗目の出店を機

に全株式を全家便利商店股份有限公司に売却して，その後の展開をFC化す

ることに至った。

台湾等の海外の店舗においては，日本と同じように２階店を開業する一

方１７）日系企業との協力で日系ホテルの地階等に店舗を出店し，宿泊利用客や

路面からの誘引により営業を展開する方法も実施している。海外店舗におい

ては，上海，香港，ニューヨーク等は，東京都心に比べ店舗賃貸料が高額と

なるため，経営に少なからず影響を与えているという。これにたいして，今

回訪問した台湾の店舗賃貸料はそれほど高額でなく，経営への影響は軽微で

１７）青木孝次（２０１５）２０２ページ。
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ある。

台湾事業における，鍵となる現地パートナーは台湾ファミリーマートを展

開する全家便利商店股份有限公司である。進出当初，大戸屋の目標では，５

年間に７店舗程度１８）を目処に直営店で運営し，その後，現地パートナーに

FC事業として譲渡することを計画していた。現地パートナーの選定過程で

は，台湾の大手食品企業である統一企業股份有限公司との商談も浮上してい

た。しかし最終的には台湾進出のきっかけとなった全家便利商店股份有限公

司の当時の会長との交流を通じて，同社をFCパートナーに選定したという。

台湾事業は，外食関係法規制が日本と大きく変わらず，出店にそれほど大

きな障壁はなかったにもかかわらず，当初から赤字を計上し続けた。赤字経

営でのFC化は，パートナー選定の大きな障害となるため，直営店方式での

規模拡大を余儀なくされたのである。その後，２０１１年の東日本大震災１９）や円

安２０）をきっかけとして業績はやや回復していったが，赤字は完全には解消さ

れなかった。

こうした，当時の経営不振の最大の要因としては，当時の台湾では無名で

あった大戸屋ブランドでは従業員確保が困難であったことが大きいとされ

る。従業員の定着率も悪く，セントラルキッチンを持たないため各店舗完結

スタイルを基本とする大戸屋は，オペレーションが効率化できず，日々の店

舗運営に悪戦苦闘していた。台湾の労働市場は，基本的に日本・香港・上海

の事情と同じく，人材確保が大きな課題となっている。とくに高学歴社会の

台湾では，外食産業への就業希望者は少なく，人材確保が大きな課題となっ

ているのが現状である。こうした状況の中で，台湾での認知度の低い日系外

１８）この７店舗程度の規模という目安は，タイ進出時に得た成功体験に基づくもので
あったという。

１９）２０１１年の東日本大震災時には，かつて１９９９年の台湾震災での日本からの震災支
援への返礼という要因で，台湾での親日意識がより高まるという現象が見られ
た。

２０）台湾の大戸屋店舗では，調味料，一部の魚介類は日本からの輸入に頼っているた
め，為替変動の影響を大きく受けることとなった。こうした問題は，台湾産の原
料に転換することで徐々に解消していった。
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食企業が人材確保において苦戦を強いられたのは当然の成り行きであった。

こうした状況が劇的に改善されたのは，結果的にはFC化が実現されてか

らであった。台湾ファミリーマートでは，アルバイトを含む従業員募集の際

には，ファミリーマートグループとして一括採用を実施している。そして採

用後に大戸屋等のグループ企業に配属するシステムであり，既にブランディ

ングされ知名度も高かったファミリーマートからの募集によって，応募者が

拡大したのである。大戸屋直営店での求人募集では，近隣だけでは十分に集

められない事情に配慮し，十分に交通費を支給したにもかかわらず人材確保

には苦戦していた。しかしファミリーマートグループになったと同時に，配

属先が遠方で十分な交通費が支給されないにも関わらず人材確保がスムーズ

になったという。台湾のブランド意識の高い国民性を巧みに利用することに

よって，従業員確保問題は短期的に解決し，経営赤字の要因も解消されて

いったと言えるだろう。

台灣大戸屋股份有限公司は２００６年の進出から６年をかけて１６店舗に拡大

したが，前述したように，全株式を全家便利商店股份有限公司に売却した。

２０１２年１２月から２０１５年１１月時点で台湾大戸屋は２６店舗にまで店舗を増

やし，２０２２年１０月の時点では４３店舗を有するまでに規模が拡大した。

しかし，人材確保が容易になったとは言え，大戸屋でのオペレーションの

難しさは根本的には解消していないと言える。

以下で海外展開における課題を，労働力確保，メニュー開発，食材調達，

パートナー探し，の４点に絞り，台湾の事例をもとに考察していきたい。

３．３．海外展開における課題

３．３．１．労働力確保

上記のように，ファミリーマートによる人材採用制度の影響を受けて，台

湾大戸屋においては，いったん人材確保問題は緩和されたが，少子高齢化が

日本以上のスピードで進展する台湾では，人材確保問題は，日系食品産業に

共通する中長期的課題であることに相違ない。
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一般的に，外食産業の経営指標である売上高に占める人件費率（レイバー

コスト）のコントロールにおいて，多店舗展開をする多くの企業は以下の二

点に注力している。一点目は，セントラルキッチンでの一次加工であり，二

点目は調理・ホールサービス等をすべて担当できるオールラウンドプレイ

ヤーの育成である。

しかし，大戸屋では当初セントラルキッチンを持たないことを他社との最

大の差別化として，人時接客数２１）を重視するなど，その基本的経営スタイル

においては他企業と大きな違いが見られた。

かつて筆者グループは，このセントラルキッチンシステムを援用せず，基

本的に調理，接客のすべてを現地の個別店舗を単位として行う大戸屋方式に

おいては，しばしば良質な人材確保ができないという問題が発生し，これが

大きな課題となり得ることを論文で指摘した２２）。そして，レシピは統一され

ていても調理人によって技術にばらつきがあるため，店舗ごとに微妙に味が

異なってしまう問題を指摘したのである２３）。

この懸念点は，２０２０年１１月４日，株式会社コロワイドによって子会社化

された後にセントラルキッチンを採用して，大幅なコスト削減と効率化が進

められたことで一定の解決を見たと考えられる。セントラルキッチンを持た

ないことは，他社との差別化から得られる利益以上に経営を圧迫する要因と

なっており，それが単価に反映されるために低価格での提供を維持すること

が出来ず，客離れを引き起こしていたのだということができるだろう。

しかし台湾の大戸屋でも，人材育成における課題を徒に２０２０年まで放置

していたわけではない。中長期的に「職人」的なスキルを有する従業員を，

２１）「客数÷総労働時間数＝人時接客数」と表すことができる。社員，パート・アル
バイトを含めた１人１時間当たりの接客数のことであり，数値が高い方がオペ
レーション効率は良いことになる。「単価×人時接客数＝人時売上高」と表現す
ることもできる。

２２）口野直隆・大島一二（２０１６）
２３）味付けに関しては，基本的に現地の好みに合うようアレンジされており，日本人

客が多い店舗と台湾人客が多い店舗では味付けが違うなど，悪い面ばかりではな
いと言える。
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安定的に確保するため，職業高校・専門学校・大学在学生の研修制度を積極

的に実施してきたのである。研修期間中は賃金が支払われる一方で学生に単

位も付与される，単位制就業システム「台湾版デュアルシステム」とよばれ

る制度であり，２０１４年の学校教育制度の改編に伴って実施された。日本の

いわゆるインターンシップに準じているが，研修期間が半年から１年間など

と長期に及ぶ点と，将来の従業員候補として企業側が大きく期待している点

などが日本とはやや異なる点といえよう。つまり，企業は労働力確保対策の

一環として，研修生が卒業後に就業することを期待してインターンシップを

実施しているのである。

この台湾版デュアルシステムの導入により，企業の求人ニーズへの対応が

可能となるばかりではなく，学生の進路も有利になるとされているが，実態

としては，学生の廉価な労働力を確保するだけだとの批判が多かったのも事

実である。

３．３．２．メニュー開発

大戸屋では，基本的に日本国内店舗と海外店舗とのメニューも統一してい

るが，一部に各店舗の独自メニューの設定を認めている。台湾向けメニュー

で人気があるのが，一人用小鍋を中心にした鍋物メニューであるという２４）。

とくに中華系の消費者は，出来立ての熱い料理を好む傾向があり，また経

済発展と共に健康志向が強くなってきている。こうしたなかで，温かく，野

菜を多く用いた鍋料理が人気メニューとなっているのだと考えられよう。ま

た，ご飯の選択肢において白米と五穀米を選択できることも健康志向への対

応として一定の人気を得ている。

大戸屋が提供している「定食メニュー」は，メインの惣菜の他，ご飯と味

２４）鍋物関連の人気メニューとして，「チキンかあさん煮定食」がある。鶏肉のカツ
レツを醤油ベースのタレに大根おろしを加えて，人参やジャガイモなどの根野菜
と一緒に鍋で煮込んだ料理である。一般には「みぞれ煮」と呼ばれている。アル
ミ鍋で煮込んで，さらに大根おろし・なめたけ・水菜をかけて焼きいれた土鍋で
提供するのが特徴である。こうした土鍋料理等が冬期には人気メニューとなると
いう。
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噌汁，お新香，小鉢がセットされる。一般的に「定食」という概念がない海

外では，こうしたセット料理の定着に時間を要するが，日本との交流が深い

台湾では大きな困難なく昼食・夕食として受け入れられてきたという。ま

た，多様な顧客に対応するため，惣菜（おかず）だけでの注文も可能にし，

アラカルト，セット，と多様な選択ができるように配慮している。

味付けに関しては，基本的に現地の好みに合うようアレンジされている。

あくまでもメニューの基本的統一と日本のレシピを守りつつ，しかし味付け

や盛りつけ重量などについては現地の嗜好に適合させるという原則があると

いう。一例では，台湾人は，塩分に敏感で塩辛いメニューを敬遠する傾向が

あるため，和食の代表メニューともいえる味噌汁の味付けでも塩分を控える

場合が多い。こうした台湾向けのメニュー開発，味付け，細部にわたる台湾

人顧客への配慮などが，事業拡大の秘訣となるのであろう。

３．３．３．食材調達

台湾大戸屋は基本の調味料（醤油・ソース・砂糖・塩・酢等）および一部

の魚介類は原則日本から調達し，野菜や穀物等の原材料はできる限り台湾現

地での調達を基本とし，徐々に現地調達率を高めてきた。とくに日本食の要

である主食のご飯に関しては，台湾は戦前の日本統治時代に日本式の水稲栽

培技術が普及したことで，日本の品質と大きく変わらない上質な米が安価で

現地調達できることも大きなメリットである。

海外での原材料調達においては安全面と品質面が課題となるが，地元台湾

産の食材を基本的には使用することで客の信頼を得ている。しかし，台湾の

食料自給率が３０％ 台前半である状況を考えると，今後も台湾産や日本産の

食材の調達だけで安定的に適正価格の食材調達が可能なのかという不安も残

る２５）。

２５）食材デリバリーに関しては，開業当初は，大雑把なルート管理と交通渋滞の影響
により遅延することも多かったが，日系流通企業や日系企業との協力等により，
改善には多くの苦労や時間，手間を要することはなかった模様である。このよう
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３．３．４．FCパートナー探しの困難性

FCパートナー選びについては，各国・地域の事情によって，タイ，台湾

で成功した事例を他の国で同様に展開できるとは限らない問題がある。前述

した中国全土での展開の通り，台湾でFCの展開をしていた全家便利商店股

份有限公司と２０１４年３月に中国全土のフランチャイズ契約を締結して，中

国全土への展開を目指したが，結果的に上海市で「大戸屋ごはん処」の展開

を開始し５店舗を出店するに留まり，計画通りには進まず２０２０年７月の時

点で全て閉店しているのである。

そこで，２０２０年７月には中国全土への展開に再挑戦するとして，全家便

利商店股份有限公司の子会社である上海全餐餐飲管理有限公司と，台湾の大

手総合食品メーカーである大成集団の子会社である上海寰城季諾餐飲管理有

限公司，株式会社大戸屋HDの３社が出資して上海全戸成餐飲管理有限公司

を設立している。そして２０２１年４月に開業した三井ショッピングパーク ら

らぽーと上海金橋にFCで１店目を出店しているが，その後の出店は無

く，２０２３年２月の時点でも上海の店舗は１店のみとなっている。

前述したように，海外展開の鍵が人材確保，現地化したメニュー展開，食

材調達にあると仮定すると，FCパートナーが現地のマーケットに精通して

いることが必要条件となるだろう。今回の合弁会社は上海に設立している

が，出資した２社共に台湾が親会社の企業である。この合弁会社がどの程度

上海のマーケットを把握し，展開できるかは今後注目すべき課題であると考

えられる。

４．小括
本稿では，大戸屋の海外戦略について，とくに台湾戦略を事例に，直営店

事業とFC事業展開の実態と課題について検討してきた。

大戸屋は，タイ，台湾ではパートナー企業との緊密な協力関係のもとに直

に，多くの日系企業や地元企業との連携が可能な点は投資先としての台湾の優れ
た点と評価できよう。
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営店からFC事業に転換し，海外FC事業は現在のコロナ禍でも堅実な利益を

維持している。また現在は，台湾事業のパートナー企業と共に中国での展開

に再挑戦を続けている過程にある。

この大戸屋の事例からは，パートナーの力量によってFC展開の成功が決

定づけられることをよく示しているといえる。調理法にこだわって展開をす

る同社のような企業は，原価率の高さと，人材確保と人件費率の高止まりが

課題になってくる。直営店展開ではこの課題を解決するのが困難であり，ま

た高価格の商品を提供しても耐えられるのは一人当たりGDPが日本よりも

高い国・地域に限られる。

一方，FC事業で拡大をするには，そういった人件費，人材確保，原材料

調達等の課題を解決できるパートナーの存在が不可欠であり，台湾で一定の

成功をとげたからといっても，同じ方法で上海でも成功するとは限らない。

現在大戸屋は新たに中国市場への再挑戦を続けているが，その今後の動向は

今後も注視すべきであろう。

また，大戸屋の海外事業における新しい展開として，香港の大戸屋におい

て，料理長が調理および技術指導を通して，香港における日本食普及に大き

く貢献したとして２０２０年１１月１８日に表彰され，日本食普及親善大使に選

任された点が注目される２６）。また，アメリカにおいても，アメリカ大戸屋が

運営する本格天ぷら専門店「天婦羅まつ井」が２０１５年の進出以降２０２２年ま

で７年間ミシュラン一つ星を獲得し続けている２７）ことも注目点である。

こうした事例は，大戸屋がたんに目前の売上高や利益の増大だけを目指し

ているのではなく，他社の海外展開とは若干異なった独自の海外展開を目指

していることを示している証左ともいえるだろう。こうした動向は，中長期

的に見れば，大戸屋全体の海外事業の評価を高め，FC展開のパートナー獲

得面でも有効に働き，メリットが大きいと考えられる。

２６）在香港日本国総領事館プレスリリース「佐藤直行氏への在外公館長表彰の授与」
（２０２０年１１月１８日）より。

２７）大戸屋HPより https://www.ootoya.jp/brand/teishoku.html
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本稿では，直営店事業からFC事業への転換を中心に，現地パートナーと

の協力体制構築の重要性についてみてきた。こうした点について，さらに他

の事例ではどんな特徴が見られるのか，さらに研究を深めていきたい。
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Progress and Business Development of Japanese-affiliated
Food Service Companies Expanding Overseas

The Development of Directly Owned Restaurants and
Franchises in Otoya’s Overseas Expansion

KUCHINO Naotaka
HAMAGUCHI Natsuho

OSHIMA Kazutsugu

The subject of this paper is “Otoya Gohandokoro,” a restaurant chain
that offers mainly a popular set meal menu in Japan and abroad.

As described below, Otoya has been aggressively expanding not only in
Japan but also in the United States, East Asia, Southeast Asia, and other
foreign countries.

In particular, the company entered the Taiwan market relatively early,
in 2006, with the opening of directly operated stores in Taiwan, followed by
the sale of shares in directly operated stores to Taiwan FamilyMart in
September 2012 and the conclusion of a franchise agreement, a
groundbreaking management strategy that has attracted attention among
Japanese restaurant companies in Taiwan.

Therefore, this paper will focus on the case of Otoya’s Taiwanese
business based on field surveys conducted in 2015 and 2022 to clarify the
performance of the directly managed and franchise businesses, as well as
the key challenges to the success of each business.
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